
データ活用による交通ネットワーク再編事業 報告書 概要版

事業概要

データ活用による交通ネットワーク再編の検討方法

１ 地域公共交通の現状把握 ２ 地域公共交通の課題分析 ３ 交通ネットワークの再編の検討

整理項目

１）地域特性 ➊地形：徒歩による移動の制約が大きい地域 等
➋人口：需要密度、移動制約者の分布 等
➌施設等：移動の目的地となる生活サービス施設・観光地の

立地や規模 等

２）交通
サービス

➊公共交通：鉄道、バス、タクシー 等
➋送迎バス等：スクールバス、商業施設の送迎バス 等
➌外出支援策：タクシー補助といった外出支援策 等

３）交通需要 ➊潜在需要（交通手段を問わない全ての交通）
・交通手段を問わない全ての交通の需要（個々人の移動に関

するデータから把握）
・パーソントリップ調査、国勢調査等の統計調査、交通関連

ビッグデータ 等
➋顕在需要（公共交通の利用者）
・公共交通の利用者の需要（それぞれの交通機関ごとの利用

状況から把握）
・交通事業者等が運行の実績として整理・公表しているもの
・市町村等が独自に調査・保有しているデータ 等

４）関連計画 ➊地域の拠点、都市構造等の交通ネットワークの再編におい
て留意すべき事項

➋施設の統廃合等の交通需要に影響を与える事項

各種データから移動実態を総合的に把握
・人口・施設、交通サービス、交通需要などに関する各種データを組み合わ
せ、移動実態を総合的に把握

・潜在需要の把握には、交通関連ビッグデータを活用

多角的な視点から課題を分析
・交通需要と既存交通サービスとの比較や交通サービスの重複の状況等の多
角的な視点から地域公共交通の課題を分析

・具体的な再編モデルに落とし込めるよう、詳細に分析

移動の実態に即した持続可能な交通ネットワークの再編案を検討
・潜在需要を含む地域の移動実態に即した交通ネットワークの再編案を検討
・財政的な制約、交通事業者の厳しい経営環境を踏まえ、多様な交通モード
による持続可能な再編モデルを検討

視点 分析内容 抽出する課題

視点➊
潜在需要と交通サービ
スのギャップ

潜在需要（滞留・流
動）と既存交通サービ
スを比較し、交通の需
給バランスを分析

“交通が不便な地域”
や“交通流動に対して
交通サービスが不足す
る区間”等

視点➋
交通サービスの効率性

顕在需要と既存交通
サービスを比較し、効
率性を分析

“需要に運行形態が適
合していない交通サー
ビス”、“運賃体系の
見直しが必要な交通
サービス”等

視点➌
今後の需要の変化への
対応可能性

施設整備等により生じ
る交通需要の変化に対
して、既存の交通サー
ビスが対応できるかを
分析

“需要の変化に対して
見直しが必要な交通
サービス”等

視点➍
交通サービスの重複

経路、サービス圏域の
重複など交通サービス
の重複の状況を分析

“路線等が重複し、効
率化が必要な箇所”、
“交通サービスの有効
活用により利便性向上
が期待される箇所”等

＜再編モデルの検討の視点＞

再編モデルの検討

再編モデルの評価

＜課題分析の視点＞＜整理項目＞

・検討した再編案のメリット・デメリットを、利便性（利用者の視点）だけでなく、
厳しい財政状況等を踏まえ、効率性（自治体・交通事業者）の視点から評価

・指標を設定し、定量的に評価することで、再編案の比較が容易に
・利用者数等の推計には、ビッグデータ等を活用

＜評価指標の例＞
利便性 ・利用者数 ・公共交通ｻｰﾋﾞｽｶﾊﾞｰ率 等

効率性 ・収支率 ・公的負担額 等

➊新規導入：新たな交通サービスの導入
・デマンド型交通しか運行されていないエリアへの定時定路線型交通の導入
・交通空白地域へのデマンド型交通の導入 等
➋運行形態の見直し：定時定路線型からデマンド型等
・需要が少ないエリアにおける定時定路線型交通からデマンド型交通への転換 等
❸サービス内容の見直し：経路変更・頻度・時間帯等
・観光客の需要に合わせた運行時間帯の拡大
・定時定路線型交通のニーズが多いエリアへの延伸
・タクシー券の見直し 等
❹その他 ：輸送資源の有効活用（統廃合・混乗・間合い利用等） 等
・デマンド型交通の車両運用の見直し
・スクールバス、企業の送迎バスの一般混乗 等

●交通関連ビッグデータから分かること

・人の行動は、目的を果た
すために留まる「滞留」
と、目的地に移動する
「流動」で構成

・交通関連ビッグデータは、
携帯電話の位置情報をも
とに、「滞留」や「流
動」の状況が把握可能

●データの提供形式

位置情報データ 集計データ

滞留

流動

流動 流動

滞留
自宅に滞在

滞留
会社で仕事

商業施設で買物

自宅から会社へ

会社から
商業施設へ

商業施設から
自宅へ

・データの提供形式は、位
置情報データ（点列デー
タ）とメッシュやゾーン
単位等の集計データに大
別

●データの分析の流れ
分析内容の検討

データの選定

データの仕様の検討
（対象地域、期間）

データの仕様の検討
(対象地域、期間、ゾーニング等)

データの発注

データの発注

位置情報データの入手

集計データの入手
（ゾーン別滞留・流動データ）

分析用データの作成
(ゾーニング、滞留・流動の判定)

データの分析

位置情報データの場合 集計データの場合

・位置情報データ：入手後
にゾーニング等を含め分
析用データの作成が必要

・集計データ：データ入手
前にゾーニング等を検討
し、データの仕様を決定

●データの分析方法

○滞留人口 ○流動人口

●データの選定に当たっての留意点

●取得・集計方法：特定のアプリの利用者を対象としたもの、取得
データを実人口ベースに拡大推計したもの等、データの取得・集計
方法が様々であり、これらの違いに留意

●秘匿の可能性：プライバシー保護の観点から、サンプル数が一定数
に満たない場合、データが秘匿される場合あり

●扱いやすさ：人の滞留・流動状況の分析に当たっては、データの加
工を行い、分析用データの作成を行う必要が生じる場合あり

・滞留が多い場所や時間帯の他、
滞留している人の属性（居住地、
年齢等）を分析
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・流動が多い地域の組合せや時間
帯の他、移動している人の居住
地、年齢、性別等を分析

交通関連ビッグデータの活用方法

事業
目的

・ビッグデータ活用という新たな手法を県が先導して取り入れ、県内モデル市町村でデ
調査・分析を実施

・モデル市町村の交通ネットワークの再編を支援、その成果を他市町村へ横展開

・３つのモデル市町村におけるケーススタディ結果を基に、ビッグデータを含
めデータを活用し、交通ネットワークの再編を検討する際の考え方や方法を
整理し、とりまとめ

調査
方法

モデル
市町村

①秩父市・小鹿野町
②深谷市
③嵐山町
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小鹿野線

志賀坂線

倉尾線
ミューズパーク線

久那線・市内線

原谷線

定峰線

秩父吉田線

三峰口線

中津川線

三峯神社線

浦山線

川又線

日向大谷・三峰口線白井差線

西武秩父駅線
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モデル市町村におけるケーススタディ ①秩父市・小鹿野町

■秩父市吉田地区におけるバス路線の短縮・乗合タクシーとの乗継利用化

現 状 再編案

○道路ネットワーク別の人の流れ（配分交通量）

■幹線的なバス路線のサービス水準の向上

■路線バスに代わるデマンド型交通の導入

○秩父市・小鹿野町内の人の流れ

■観光需要への対応

○三峯神社周辺を発着する人の流れとバス運行時間帯の比較

○三峯神社周辺を発着する人の流れ（休日）

■休日の三峯神社発着バス路線の増便と運行時間帯の拡大

秩父市大滝地区や小鹿野町
周辺部の路線は、運行本数
と潜在需要量が共に少ない

■低需要地域や公共交通空白地域における交通サービスの効率化

休日はバス運行時間帯
（緑地）以外も人の流
れが多い

三峰神社周辺には県内外
から多くの人が集まる

三峯神社周辺
秩父市
大滝地区

小鹿野町
周辺部

秩父市大滝地区や
小鹿野町周辺部は
人の流れが少ない

⇒デマンド型交通の導入で、
・運行の効率化
・公共交通空白地域の
カバー
を図れる可能性

・休日の人の流れが多い時間帯をカバーするため、三峯神社にアクセスする
バス路線を増便し、運行時間帯を拡大（９～16時台→９～17時台）

評価（○：メリット、✕：デメリット）

利便性 効率性

再編案 ○公共交通空白地域のカバー
✕事前予約の手間の発生

○運行経費・公的負担の軽減

評価
指標

(秩父市)

【公共交通ｻｰﾋﾞｽｶﾊﾞｰ率】
（居住地面積ベース）

68.3%→72.1%（+3.8ﾎﾟｲﾝﾄ）

【利用者1人当たりの公的負担
額】
4,638円→1,168円（-3,470円）

※現在の路線バス比

評価
指標

(小鹿野町)

【公共交通ｻｰﾋﾞｽｶﾊﾞｰ率】
（居住地面積ベース）

66.7%→89.9%（+23.2ﾎﾟｲﾝﾄ）

【利用者1人当たりの公的負担
額】
4,949円→1,558円（-3,391円）

※現在の小鹿野町乗合タクシー比

評価（○：メリット、✕：デメリット）

利便性 効率性

再編案 ○利用可能便数の増加による利
用者、運賃収入の増加

✕運行便数の増加による運行経
費の増加

評価
指標

【年間運賃収入】
36,058千円→38,763千円
（+2,705千円）

【１日当たり利用者数】
232人→249人（+17人）

【年間運行経費】
41,443千円→43,641千円
（+2,198千円）

【収支率】
87.0%→88.8%（+1.8ﾎﾟｲﾝﾄ）
※運行経費は増加も、運賃収入増加で収支率は改善

・低需要地域の効率性向上のため、デマンド型交通（乗合タクシー）を導入・低需要区間の効率化、交通サービス重複の解消のため、秩父市中心部～吉
田地区のバス路線のうち、吉田地区内を乗合タクシーと乗継利用化 【秩父市】

大滝地区の三峯神社
周辺を除くエリア
（ ）に導入

○バス運行本数と沿線の人の流れ（潜在需要量）の比較

評価（○：メリット、✕：デメリット）

利便性 効率性

再編案 ○バスの増便を行った場合の
利用機会の増加

✕乗換の発生

○バス運行経費・公的負担の
軽減

○サービス重複の解消

評価
指標
(バス)

【１日当たり利用者数】
147人→144人（-３人）

【収支率】
30.4%→39.3%（+9.1ﾎﾟｲﾝﾄ）

※利用者数は減少も、経費削減で収支率は改善

評価
指標

(乗合ﾀｸｼｰ)

【１日当たり利用者数】
５人→16人（+11人）

【収支率】
7.5%→24.6%（+17.1ﾎﾟｲﾝﾄ）

需要の少ない区間は
乗合タクシーで運行

増便等のサー
ビス水準向上

吉田地区内の
需要が少ない

乗合タクシーが
重複して運行

【小鹿野町】
周辺部（ ）
に導入

幹線的なバス路線のルートのうち、
吉田地区内の人の流れは他区間より
少ない

幹線的なバス路線のルート
秩父市中心部～小鹿野町中心部
秩父市中心部～吉田地区

⇒秩父市中心部と吉田地区を結ぶバス路線にとって、以下２点が課題
・秩父市中心部～吉田地区の人の流れに対応したサービスの確保
・吉田地区内の効率化

秩父市
中心部

小鹿野町
中心部

吉田地区中心部
（吉田総合支所付近）

吉田地区周辺部
（吉田元気村付近）

人の流れが
少ない

※鉄道と並行せず、人の流れの多い地域を運行するバス路線を「幹線的なバス路線」と定義

⇒現在のバス運行時間
帯以外に、潜在需要が
ある可能性

データ活用による交通ネットワーク再編事業 報告書 概要版

９～16時台（ ）に加
え、17時台（ ）の人
の流れをカバーできるよ
うになると仮定し、再編
後利用者数を算出
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地区内移動

21,247件

69.1%

地区外

への移動

7,012件

22.8%

地区外への移動

（その他）

2,473件

8.0%

地区外への

移動計

9,485件

30.9%

上柴地区

上柴地区

モデル市町村におけるケーススタディ ②深谷市 データ活用による交通ネットワーク再編事業 報告書 概要版

■既存バス路線（定時定路線バス）の上柴地区への延伸

定時定路線バス

2.2 

10.1 

9.3 

デマンドバス

14.9 

20.6 

20.1 

定時定路線バス

8.9 

16.4 

16.2 

デマンドバス

53.2 

45.7 

46.6 

公共交通空白地域

20.8 

7.2 

7.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

居住地面積

(12,796ha)

夜間人口

(143,891人)

65歳以上人口

(37,563人)

乗換あり乗換なし

現状：地区間は乗換が
必要

再編案Ａ：全地区間で
直行可能

再編案B：南部地区～他
地区で直行可能

現 状 再編案

上柴地区には市内各地から人が集まる

○拠点エリアまでの必要乗換回数

○市内の流動量○昼夜間人口差

■市内各地区から上柴地区へのアクセス利便性の向上

■地区間移動に関わるデマンドバスの運行区間の見直し

○デマンドバスの利用実態

■JR高崎線北側（深谷駅～籠原駅間）の移動の利便性向上

○JR高崎線北側（深谷駅～籠原駅間）の交通特性

○公共交通サービス圏域と人口分布 ○潜在需要量（配分交通量）
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高崎線沿線地域

高崎線北側(深谷駅-籠原駅間)

 

❷

❶B

❶A

❸

❹

❺
❻

❻深谷駅-寄居車庫線

❷東部シャトル

❶B北部シャトルBコース

❶A北部シャトルAコース

❸西部シャトル

❹南部シャトル

❺籠原駅-深谷日赤病院線

※既存路線バスの経路は概ねの位置
を図示

既存路線バス・コミュニティバス

潜在需要量 

（トリップ/日） 

■JR高崎線北側（深谷駅～籠原駅）への定時定路線バスの導入

評価（○：メリット、✕：デメリット）

利便性 効率性

再編案 ○上柴地区へのアクセス改善 ✕路線の長距離化による運行
経費・公的負担の増大

評価
指標

【上柴地区に乗換なしでアク
セスできる人口の割合】
30.7%→47.1%（+16.4ﾎﾟｲﾝﾄ）

【公共交通の収支率】
23.8%→23.1%（-0.7ﾎﾟｲﾝﾄ）

評価（○：メリット、✕：デメリット）

利便性 効率性

再編案
Ａ

○地区間移動の利便性向上
（乗換抵抗の緩和）

✕運行の長距離化（非効率
化）

評価
指標

【上柴地区に乗換なしでアク
セスできる人口の割合】
30.7%→87.7%（+57.0ﾎﾟｲﾝﾄ）

【利用者1人当たりの公的負
担額】
1,703円→1,707円（+4円）

評価（○：メリット、✕：デメリット）

利便性 効率性

再編案 ○定時定路線型のサービス圏
域の拡大

✕新規路線導入による運行経
費・公的負担の増大

評価
指標

【公共交通ｻｰﾋﾞｽｶﾊﾞｰ率】
（居住誘導区域で、定時定路線バス

でカバーしている割合）

20.2%→31.5%（+11.3ﾎﾟｲﾝﾄ）

【公的負担額】
0円→8,940千円
（+8,940千円）

総合
病院

商業
施設

深谷駅 籠原駅

定時定路線型サービス空白地

再編案

再編案

人口集積があり、居住誘導区域
にもかかわらず、デマンドバス
しか利用できないエリアが存在

２万トリップ以上の潜在需要が
あるが、定時定路線型のバスが
運行されていない

隣接するエリア
や高崎線沿線都
市（鉄道駅アク
セス）への需要
あり

・JR高崎線北側の定時定路線型交通サービスの空白エリア（幡羅・常盤地
区等）と深谷駅、籠原駅を結ぶ定時定路線バスを新規に導入

・地区間移動の利便性を高めるため、デマンドバスの運行区間を見直し・交通上の拠点である深谷駅に加え、日常生活における拠点である上柴地区
を拠点とした公共交通ネットワークを構築するため、既存バス路線の運
行経路を上柴地区までを延伸

総合病院・大規模商業施設が立地する
上柴地区は昼間に多くの人が滞留

デマンドバスの利
用の３割は地区外
への移動

居住面積・夜間人口の７割が上柴地区
へのアクセスに乗換が必要

直行利用 乗換利用出発地・目的地 共通バス停
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再
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案

・高齢者の外出支援として、タクシーを活用

‐再編案Ａ：タクシー助成券の拡大（配布枚数の増加）
‐再編案Ｂ：タクシーの相乗りの促進
‐再編案Ｃ：タクシー定期券の導入

モデル市町村におけるケーススタディ ③嵐山町 データ活用による交通ネットワーク再編事業 報告書 概要版

■公共交通空白地域（交通需要低密度地域）における交通サービスの導入 ■通勤・通学需要にも対応した、駅～町北部を結ぶ交通サービ
スの導入

○町外との流動量○昼夜間人口差○公共交通カバー圏域

○移動の時間変動（町北部）

○潜在交通需要（配分交通量）

主な公共交通 

空白地域 

町全体に公共交通空白地域が広
がっており、交通需要は低密度

 

武蔵嵐山病院 

花見台工業団地 

夜多 

昼多 

 
○：東上線沿線地域 

凡例
ゾーン間流動量・町内外
平日(トリップ/日)

東上線沿線地域との移動が多く、
武蔵嵐山駅へのアクセスの確保が必要
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○タクシー助成券の１人当たり利用回数

タクシー助成券の利用
回数には、偏りが存在
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時間帯（時台）

花見台工業団地

発着

花見台工業団地

以外町北部発着

➊と01 明覚駅経由

➋と02 十王堂前経由

➌県立循環器・呼吸器病
センター経由

➍小江川経由

既存バス路線

武蔵嵐山駅～町北部
潜在需要が多いにも関わら
ず、路線バスが運行されて
いない（両並行路線の需要
を合わせると、イーグルバ
ス路線の需要と同程度）

➊

➋

➌ ➍

イーグルバス

国際十王交通

嵐山町～熊谷市
武蔵嵐山駅と既存バス路線
が結節することで、熊谷市
方面への需要の誘導が可能
（資源の有効活用）

至熊谷市

至ときがわ町

至熊谷市

凡例
潜在交通需要
平日(トリップ/日)

遠距離通学区域
（スクールバスの対象）

既存の交通サービス
では対応できない

○学校再編（予定）後の通学区域

武蔵嵐山駅～町北部は、潜
在需要が多いにも関わらず、
公共交通サービスがない

学校再編後、既存の交通
サービスでは、町北部の遠
距離通学者に対応できない

公共交通サービスのない花見台工業団地、
武蔵嵐山病院周辺に多くの人が滞留

オフピークの昼間の時間帯に
も地域住民の交通需要が存在

 

町内全域 

町内～武蔵

嵐山病院 

新設校予定地 

武蔵嵐山病院 

花見台工業団地 

 

花見台工業団地 

新設校予定地 武蔵嵐山病院 

接続 

接続 

接続 

接続 

■公共交通空白地域へのデマンド交通の導入

・公共交通空白地域（交通需要低
密度地域）への対応として、デ
マンド交通を導入

・学校再編（予定）後はスクール
バスとしても活用

‐再編案Ａ：面的なデマンド交通
（ドア to ドア型）

‐再編案Ｂ：線的なデマンド交通
（定路線型）

評価（○：メリット、✕：デメリット）

利便性 効率性

再編案
Ｂ

○公共交通サービス圏域が拡
大

✕新規サービス導入による運
行経費・公的負担の増大

評価
指標

【公共交通ｻｰﾋﾞｽｶﾊﾞｰ率（夜
間人口）】
67.0%→73.5%（+6.5ﾎﾟｲﾝﾄ）

【公的負担額】
(1台の場合)

0円/年→5,607千円/年
※収支率は22.7%

■高齢者外出支援のためのタクシーの活用

評価（○：メリット、✕：デメリット）

利便性 効率性

再編案
Ｃ

○タクシーの利用頻度が高い
人にとっては、運賃が割安

○公的負担の割合が減少
（5割負担→1割負担）

評価
指標

【タクシー券の利用者数】
28.8人/日→31.5人/日
（+2.7人/日）

【利用者1人当たりの公的負
担額】
710円→621円（-89円）

1,000

1,000

助成

1,000

2,000

利用者1

1,000

利用者2

0 1,000 2,000 3,000

相乗り

現況

凡例

運賃（円）
500円×２人＝1,000円

(２人乗り)

2,000円／２人＝1,000円／人

１人当たりの

負担額が減少助成額は同額

■駅～町北部を結ぶ新規路線の導入、既存の交通手段の活用

・通勤等の交通需要や、小・中学生の
遠距離通学に対応するため、駅～町
北部を結ぶ交通サービスを導入

‐再編案Ａ：新規路線（定時定路線
型）の導入

‐再編案Ｂ：既存の交通手段の活用
（企業送迎バスの活用・連携等）

 

新規路線導入 
企業送迎バス活用 

花見台工業団地 

接続 

需要量によっては、登下校時間

帯のみ学校へ接続するルート

に変更することも考えられる 

企業送迎バスを統合 

することも考えられる 

再編案Ａ・Ｂ

評価（○：メリット、✕：デメリット）

利便性 効率性

再編案
Ａ

○公共交通サービス圏域が拡
大

✕新規路線導入による運行経
費・公的負担の増大

評価
指標

【公共交通ｻｰﾋﾞｽｶﾊﾞｰ率（夜
間人口）】
67.0%→71.1%（+4.1ﾎﾟｲﾝﾄ）

【公的負担額】
(運賃200円、ｽｸｰﾙﾊﾞｽ活用の場合)

0円/年→27,136千円/年
※収支率は29.0%

再編案Ａ 再編案Ｂ

再編案Ｂ

※小中学校の規模や配置の在り方等につ
いては、再検討することとなっている

タクシー定期券
・回数・期間等の条件を定めた上で、運賃
を一括清算により割安とし、タクシー助
成券を多く利用する人に対応

・閑散時間帯のタクシー利用促進策のため、
運賃の１割は事業者が負担

・本再編案では、さらに運賃の１割を行政
が負担することで、利用者負担を軽減

再編案Ｃ


